
（別紙様式４－２）                                                  （特別支援学校用）
（熊本県立黒石原支援）学校 平成２８年度学校評価表 

１ 学校教育目標 
児童生徒の病気や障がいの状況及び教育的ニーズに応じた指導・支援を行うことで、一人一人の能力を
最大限に伸ばし、主体的・自立的に生活する力を育む。 

 

２ 本年度の重点目標 
（１） 組織的な取組の推進 
（２） 専門性の維持・向上 
（３） 学習環境の整備 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 
評
価 

成果と課題 
大項目 小項目 

 
学校 
経営 
 

教育目標
を達成す
るための
体制整備 
 
 

教育的ニー
ズへの細や
かな対応 

校内支援体制
を整備し充実
を図る。 

校内支援委員会では
支援会議シートを用
いてPDCAサイクル
での定例会を開催し
担当者間が連携して
機能化を図る。また
ケース会議の連絡調
整等を進め、ケース
の蓄積・活用に努め
る。 

 
 
 
 
 
Ａ 

校内支援委員会では、支援会
議シートに基づくことで具体
策を出し合い、定期的に評価
・検討を行うことができた。
ケース会議の連絡調整等に努
めたことにより関係機関から
の専門的な助言によって課題
改善に向けて取り組むことも
できた。様々な対応について
の役割分担が不十分であった
点が課題として残った。 

重点事項の
共通理解 

全職員に重点
事項等を周知
し、学部課程
・分掌部間の
連携を強化す
る。 

総務会・運営委員会
で情報を共有し、職
員会議等でも重点事
項等について折りに
ふれて周知する。 

   
 
Ｂ 

職員朝会や職員会議等で、必
要に応じて学校全体として取
り組む内容を周知し、協働で
取り組むことができた。 

安全安心
な学習環
境づくり 
 

安全な学習
環境の整備 

安全点検等を
活用し全職員
で学習環境の
確認をする。 

毎月の安全点検時に
教室内の整理整頓、
道具等の確認も行い
安全な学習環境にな
るようにする。 

   
 
 
Ｂ 

熊本地震の影響で修理修繕が
必要な箇所があったが、適切
に対応し児童生徒の学習の場
は保たれている。安全点検、
整理整頓も定期的に行い、現
状での学習環境を整えること
ができた。 

 
授業 
の充実 
 
 
 
 
 

児童生徒
の実態に
応じた教
育課程の
編成 
 
 

現在の教育
課程につい
ての整理・
検討 

課程毎に現在
の教育課程を
見直し、児童
生徒の実態に
合ったもので
あるか学校全
体として検討
・整理する。 

各学部・各課程にお
いて教育課程につい
て検討したものを教
育課程検討委員会の
議題とし、学部間の
つながりも踏まえて
各課程の教育課程を
整理する。 

 
 
 
Ｂ 

検討課題であった小中学部Ⅲ
課程の「音楽」の教科導入に
ついて、今年度の実践に基づ
き教育課程検討委員会で話し
合い、児童生徒の実態及び各
学部間のつながりを踏まえて
導入する結論を出すことがで
きた。 

 「特別の教
科 道徳」の
評価のあり
方について
の検討 

小・中学部Ⅰ
Ⅱ課程での「
特別の教科 
道徳」の評価
について検討
を行う。 

学習指導要領を踏ま
えて今年度の指導実
践を行い、各学部・
課程の意見を取り入
れ、教務部を中心に
評価の観点・方法に
ついて検討する。 

 
 
 
Ｃ 
 

「特別の教科 道徳」につい
て、年間指導計画に基づいた
指導実践や職員への研修は実
施できたが、評価の観点・方
法についての検討は、課題と
して残った。 

 専門性の
向上 
 
 
 

職員研修の
充実 
 
 
 

各課程職員の
ニーズに沿っ
た病弱教育に
ついての専門
性を高める。 

基礎講座等の各種校
内研修会を職員のニ
ーズに沿って計画的
に設定し専門性を高
めていく。 

 
 
Ｂ 
 
 

基礎講座の回数や時期を調整
し、職員の負担感軽減とニー
ズのバランスのとれた研修を
行うことができた。今後も、
職員のニーズに基づいたうえ 



      で精選して研修を立案・実施
していく。 

   小・中・高が
連携して実践
交流会を実施
し、多様な視
点から各自の
課題や今後の
改善方法等を
明らかにし検
討する。 

９月と１月に全職員
がグループに分かれ
事例について意見交
換する実践交流会を
実施し、各グループ
で検討した事例を実
践集にまとめる。 

 
 
 
 
Ａ  

１人１テーマで実践をまとめ
た。それを元に、ⅠⅡ課程と
Ⅲ課程訪問教育に分かれ、普
段あまり話す機会がない小・
中・高縦割りのグループの中
で、それぞれの実践について
の課題や成果を共有すること
ができた。来年度も継続して
行っていきたい。 

 
キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

キャリア
教育の推
進 
 
 

キャリア教
育の観点か
らの身につ
けたい力を
踏まえて実
践できる環
境の整備 

各学部・課程
の目標に沿っ
た、育てたい
力を整理し共
通理解する。 

各学部・課程の目標
と関連する育てたい
力を一覧化し、アン
ケート等で優先項目
や必然性の高い項目
を精選して共通理解
を図る。 

 
 
 
Ｃ 

各学部内で、児童生徒の現状
から必要な力、育てたい力を
検討し、基本的な部分につい
て共通理解をすることができ
た。一覧化や共通理解には至
らなかった。 
 

進路指導
の充実 
 
 

個に応じた
進路学習の
充実 

卒業後の生活
を見据えた進
路指導の充実
に取り組む。 

生徒の現在の力を客
観的に把握し本人、
保護者や関係機関と
進路の方向性を共通
理解する。 

 
 
 
 
 
Ｂ 

一部、生徒の能力に応じた進
路指導を図れないことがあっ
たが、概ね方向性を共通理解
して指導を進めることができ
た。 
今後は、Ⅲ課程の医療的ケア
対象生徒の利用先、手帳のな
い生徒の一般就労先の開拓が
更に必要である。また、保護
者間での情報共有の方法も課
題となった。 

福祉事業所等
や各種進学の
枠組みついて
職員の理解を
深める。 

職員研修で福祉事業
所等の見学を行い、
進路学習や進路指導
につなげる。 

 
 
Ａ 

全課程を通じて多くの職員が
参加し、理解を深めることが
できた。現在担当している課
程・グループに関連した参加
が多かった。 

卒業生の追支
援を充実させ
在校生の指導
につなげる。 

卒業生徒との交流会
の実施や同窓会との
連携により、情報を
得て進路指導につな
げる。内容はホーム
ページ等で、情報を
発信する。 

 
 
 
 
Ｂ 

熊本地震の影響で事業所訪問
や同窓会との連携の機会が減
少したが、在校生と卒業生と
の交流会は効果が大きく、高
等部では、同窓会総会でSNS
を利用しての情報共有の試行
も検討された。中学部では卒
業後の進路について進学先な
どの把握の必要性が課題とな
った。 

 
生徒 
(生活) 
指導 

児童生徒
の規範意
識の向上 
 
 

情報モラル
をはじめと
した、生活
全般におけ
る規範意識
の育成 

家庭と連携し
児童生徒にい
じめ問題にも
発展しうる情
報モラルつい
ての知識を身
につけさせ、
安全意識を高
める。 

ケータイ安全教室等
で専門家の協力を得
たり、校外の生徒指
導部会での情報を活
用したりしながら、
情報モラル指導を充
実させる。 

 
 
 
Ｂ 

今回、インストラクターが変
わり新たな内容に生徒達も新
鮮みを感じながら、終始真剣
に説明を聞くことができ、内
容の濃い安全教室となった。
しかし、保護者の参加状況が
少なく、課題が残った。 

家庭へケータイ・ス
マホ及びインターネ
ット等の使用に対す
るルールづくりを呼
びかける。 

 
 
 
Ｂ 

各クラス及び学部集会での注
意事項を各家庭にも伝えるよ
うにした。家庭での危機感は
高まりつつあるが、細かいル
ール作りが不足しているよう
であり、今後も情報発信が必
要である。 
 



児童生徒
の主体的
活動の推
進 
 

小中学部児
童生徒会及
び高等部生
徒会の充実 

各学部の文化
祭や全校交流
集会を通じて
執行部のとし
てのリーダー
シップを育て
る。 

児童生徒がより自主
的に計画・話し合い
を行い、スムーズな
執行部活動となるよ
う事前の教師間打ち
合わせを徹底する。 

 
 
 
Ｂ 

昼休みのみの活動で、僅かな
意見交換の時間であったが、
積極的な意見を多く出せるよ
うになり、達成感を感じるこ
とができた。しかし、体調不
良の生徒もいて全員参加での
執行部活動ができなかった。 

 
人権教
育の推
進 

全職員の
人権意識
のさらな
る向上 
 
 

取組の方針
や重点的な
取組などの
共通理解 

人権教育に関
する職員研修
を推進・改善
し、充実させ
る。 

人権教育推進委員会
を定期的に開催し、
校内の人権問題に対
する事案について指
導・支援・方法等を
検討する。また、職
員のニーズに応じた
内容の研修会等を企
画立案し、全職員で
取り組む。 

 
 
 
 
 
Ｂ 

校内において、定期の人権教
育推進委員会を４回行い、年
間の校内・校外研修を計画・
推進した。研修としては、学
校長による同和問題に関する
講話、土地差別問題や水俣病
差別に関するＤＶＤ視聴、研
修会復講などを実施した。今
後も推進委員会を中心に、年
間を通してより計画的に研修
を進めるようにする。 

地域社会と
連携した人
権教育の推
進 

地域の研修会
に参加する。 

合志市人権協の公開 
授業研究会をはじめ
とした各種研修会へ
の参加を促す。 

 
 
 
Ｂ 

熊本県人権教育研究会（菊池
大会）菊池郡市小中高生交流
集会、合志市公開授業研究会
などの研修会等に参加するこ
とができた。研修した内容の
周知を、職員間でさらに進め
ていくようにする。 

人権教育
に関わる
指導方法
等の工夫
・改善 
 

人権教育特
設授業にお
ける内容の
工夫や指導
法の改善 

各学部におい
て児童生徒の
実態や発達段
階に応じた教
材の工夫を行
う。 

授業実践等のための
情報提供を図るとと
もに、人権教育推進
委員会を中心に特設
授業の企画立案を行
う。 

 
 
 
 
Ｂ 

前期と後期の２回の人権週間
において、学部毎の特設授業
の実施を呼びかけ、生徒の実
態に応じた授業実践（仲間づ
くり、進路やハンセン病学習
等）を行うことができた。校
内で、互いの実践についての
情報交換をさらに進めるよう
にする。 

命を大切
にする心
を育む指
導の充実 

授業実践の
充実・整理 

各学部・課程
で児童生徒の
実態に応じて
きめ細かに命
を大切にする
心を育む。 

教科、領域等の学習
と関連づけ、命の重
みについて考える授
業を実践する。 

 
 
Ｂ 

人権週間に仲間づくりなどを
テーマにした特設授業を行い
互いを大切にする気持ちを育
む取組を行った。自立活動な
どの日頃の授業でも行ってお
り、さらに進めていきたい。 

 
いじめ
の防止
等 

いじめ防
止に向け
た取組 
 
 
 

小・中・高
の学部や課
程の枠を超
えた仲間意
識の育成 

いじめを絶対
になくす見逃
さないという
児童生徒の意
識を高める。 

いじめ防止に向けた
標語を生徒会中心に
作成し、全校児童生
徒に呼びかける。 

 
 
Ｂ 

児童生徒会からのいじめ防止
に向けた標語募集及び全校生
徒による標語作成について昨
年度より浸透しており、標語
応募数も増え意識が高まって
きている。 

全校交流集会で小中
高の執行部からいじ
めをなくす呼びかけ
をする。 

 
 
 
Ｂ 

集会に向けて小中高の話し合
い活動を行い、全校児童生徒
の前で「いじめ防止宣言」を
読み上げ、訴えることができ
た。今後も児童生徒一人一人
の心に伝わる内容を工夫して
実施したい。 

不安や悩み
等に対する
相談活動の
実施   
     
     
     

全職員が連絡
を密にし、い
じめの早期発
見早期対応、
解決に向けて
積極的な介入
を行う。  

学期に最低１回の個
別面談を実施し、い
じめの早期発見につ
なげる。 
 
      
     

 
 
 
Ｂ 
 
 
 

いじめ防止につながる取組と
して、定期面談の呼びかけを
続けた。実施を重要視し、定
期的にクラスで面談を行い効
果を上げているクラスもあれ
ば、生徒の実態によって実施
が難しいクラスもあり、生徒 



に応じた個別対応が必要とな
っている。今後も面談の重要
性を訴え、実施を推進してい
く。 

 
地域 
支援 

特別支援
教育に関
する山鹿
市の小中
学校等へ
の支援 
 
 

特別支援教
育に関する
教育相談や
研修会の充
実 

山鹿市教育委
員会の依頼を
受け、校内研
修会等を含め
た教育相談を
実施すると共
に、継続支援
に努める。 

事前の聞き取りシー
トを活用しながら課
題解決の手法を用い
た検討会を実施し、
具体的な支援策を提
案する。継続支援に
関しては、依頼校コ
ーディネーターと連
携し、ファックスや
電話等での評価も丁
寧に行う。 

 
 
 
 
 
Ｂ 

課題解決力を向上させる方法
を用いたことで、より多くの
解決策を提供し、実践に繋げ
ることができ、支援内容充実
につながった。評価日を設定
し電話等で聞き取りをしたこ
とにより、追支援を行うこと
もできた。巡回相談実施に当
たって、事前検討の時間確保
が十分ではなかったことが課
題として残った。 

病弱教育
に関する
県域の小
中学校等
への支援 

病弱教育に
関する研修
会や教育相
談の充実 

県内の病弱身
体虚弱児童生
徒担当職員へ
の研修会を実
施する。 

九病連熊本大会や、
センター的機能充実
事業における研修会
等の企画・運営を行
う。 

 
 
Ｂ 

研修会外部参加者は、九病連
熊本大会１３２人、専門性向
上研修３０人であった。アン
ケートに、病弱教育に関する
研修会開催数が少ないという
意見があった。 

小中学校等か
らの教育相談
へ対応すると
共に、継続支
援に努める。 

相談事例に応じて、
全職員で対応すると
共に、各特別支援学
校とも連携した支援
に努める。 

 
 
 
Ｃ 

校内での取組を基にしながら
実践に繋がる支援内容を提供
することができた。巡回相談
件数は少なく、情報発信や各
特別支援学校との連携のあり
方について課題が残った。来
年度は、年度当初に啓発のチ
ラシ配布等も検討している。 

 
健康 
安全 

危機管理
の徹底と
システム
の整備 

緊急時の職
員の適切な
対応能力の
向上と関係
機関との連
携 

学校危機管理
マニュアルを
もとに各種訓
練を実施し、
全ての職員が
迅速にマニュ
アルに即した
対応ができる
ようにする。 

定期的に避難経路や
避難方法等を確認す
る時間を取り適宜見
直す。また、実際の
災害時に備え、備蓄
品や個人の携行品の
準備、防災用具の点
検を行う。 

 
 
 
 
Ａ 

熊本地震を受け、防災意識が
高まり、危機感を持って避難
訓練や携行品の準備等に取り
組むことができた。学校危機
管理マニュアルの見直しも行
うこともできたが、さらに充
実を図るとともに、時間とと
もに危機感が薄れがちになる
ので、定期的な啓発が必要で
ある。 

児童生徒の
日常の健康
管理対策と
医療機関と
の連携 

日々の健康管
理及び徹底し
た安全管理に
取り組む。 

児童生徒に対する健
康観察を徹底し、養
護教諭・病院・看護
師との連携を十分に
図る。トランシーバ
ーやパルスオキシメ
ータ等の管理を徹底
し、必要な場所で効
率的に使用できるよ
うにする。 
毎月の安全点検を丁
寧に実施し、事故防
止に努める。 

 
 
 
 
 
 
Ｂ 

児童生徒の心身の健康状態に
ついて、関係者で共有し支援
に生かすことができたが、病
棟との連携をさらに深めてい
きたい。また、健康観察簿の
提出が遅れがちなクラスがあ
ったので、その重要性を再確
認していく必要がある。トラ
ンシーバー等の機器の管理を
徹底することで、計画的な使
用・購入につなげることがで
きた。安全点検簿の提出が遅
れがちであったので年度当初
全職員に確認し、改善してい
きたい。 

学校給食
の充実と
食育の推
進 
 

健康管理の
ための栄養
管理と給食
指導 
 

児童生徒に応
じた学校給食
の栄養管理に
努め、食育の
推進を図る。 

児童生徒の実態に応
じた給食内容や形態
で提供し、食事の楽
しさや重要性、食材
等について給食時や 

 
 
Ｂ 
 

業者の協力で例年どおり児童
生徒の実態に応じた細やかな
形態での給食が提供できた。
学校栄養職員と協力して食育
の授業を実施することで、食 



    授業等に指導する。  事の大切さを学ぶことができ
た。 

 
情報 
教育 

情報視聴
覚機器の
活用と情
報発信の
推進 
 

学習指導に
おける情報
視聴覚機器
の積極的な
活用 

情報視聴覚機
器等の活用頻
度を上げる。 

現在機器が有効に活
用できるよう配置・
管理を適切に行う。 

 
 
 
 
Ｂ 

地震の影響や校務用PCの入替
もあり、十分に時間をかけて
行うことはできなかった。次
年度PCの入れ替えも一段落し
たので、より使いやすい環境
を整えていきたい。また教師
として必要なPCに関する知識
を職員に持ってもらうための
研修が必要である。 

視聴覚機器の
所在を明らか
にする。 

校舎内床工事後に全
視聴覚機器の確認を
行う。 

 
 
Ｃ 

視聴覚機器の所在はほぼ把握
できたが、充電器やケーブル
などが不明になっていて捜す
必要があった。職員それぞれ
が責任もって物品を管理する
ように喚起していきたい。 

学校からの
情報発信力
の向上 

行事実施後速
やかに学校Ｈ
Ｐの更新を行
う。 

学校ＣＭＳによるＨ
Ｐに完全移行し、担
当職員を中心に適宜
更新を行えるように
する。 

 
 
Ｃ 

地震の影響で日程が立て込み
なかなかＨＰの更新ができな
かった。２学期に一時的にＨ
Ｐの更新ができなくなってい
たが、解決したので適切な時
期に更新するようにしたい。 

個人情報
等データ
管理の徹
底 

危機管理意
識の保持と
セキュリテ
ィーの徹底 

電子情報に限
らず、すべて
の個人情報に
関する取扱い
を徹底する。 

個人情報が、電子情
報だけではないこと
を周知する。個人情
報流出に関する不祥
事防止研修を実施す
る。 

 
 
 
 
 
Ｂ 

離席する場合のパソコンの処
理、机上の整理整頓等、職員
朝会等で個人情報流出につい
ての注意喚起を行った。また
ＵＳＢの管理、使用方法、点
検について再度、徹底が必要
である。セキュリティーを破
る技術が日々進歩してきてお
り、職員のパスワードの扱い
方についても周知がさらに必
要である。外部講師を招いた
研修を検討したい。 

 
環境 
整備 

学習環境
の整理と
整備 

全職員によ
る美化活動
の推進 

毎月、環境整
備の日に全職
員で環境美化
に取り組む。 

行事前や季節に応じ
て整備計画を検討し
効率的に作業する。 

 
 
Ｂ 

季節毎に立案したが雨天や他
行事との調整をしながら実施
したため、全職員で取り組め
ないこともあった。 

環境整備部の
職員を中心に
必要な場所か
ら整備に取り
組む。 

花壇やプランターの
管理、駐車場の整備
等、継続的に取り組
む。 

 
 
Ａ 

１年を通して玄関や昇降口に
花を置くことができ、自主的
な清掃の協力により環境美化
を維持することもできた。 

環境教育 
・エコ活
動の推進 
    
 

学校版環境
ＩＳＯの周
知と日常的
な取組 

各学部・課程
毎に児童生徒
の実態に応じ
て取り組む。 
 

日常的に実践できる
ような内容を各学部
・課程毎に計画を立
て児童生徒の意欲を
高める。 

 
 
Ｂ 

委員会活動や学習グループ毎
の取組により、清掃活動や花
野菜等の育成を通じた環境教
育を行うことができた。 

  
 
 
 
 

 消費電力量、
視印刷用紙使
用量削減に努
める。 

こまめに不必要な電
気を切り消費電力を
抑える。印刷物削減
のため、ゆうネット
掲載や裏紙の利用等
積極的に行う。 

 
 
Ｃ 

事務室と連携し、節電や印刷
物削減の呼びかけを朝会やゆ
うネットにより行ったことで
現状の共通理解はできたが、
実際の使用量削減には至らな
かった。 

ゴミの分別
処理、削減
についての
共通理解 

ゴミの分別処
理と削減に努
める。 

定期的な呼びかけと
ゴミ当番の実施で意
識を高める。 

 
Ｂ 

冷蔵庫利用と分別を呼びかけ
た。分別について尋ねる職員
が増えてきて、意識向上につ
ながってきた。 



４ 学校関係者評価 
（１）施設設備について 
・保護者アンケート結果より、「教育活動に必要な施設・設備が整っている」の項目が低く、全体の
約３０％が「あまりそう思わない」と「そう思わない」に回答している。開校して４５年が経ち、
施設が老朽化していることの影響も考えられるが、予算を考えると難しいのではないか。環境で児
童生徒の力を引き伸ばすことができるということがある。可能な限り周りの大人が環境を整えてあ
げれるとよい。しかし、地域はまだまだ環境面で不十分なところもある。ギャップがありすぎても
いけない。バランスは大事である。 

（２）学校と地域の連携について 
・「学校と地域との連携がとれている」の評価も少し低いと感じる。学校周辺の状況や病弱教育を行
う学校としての特性から、地域との連携も難しい面もあると考える。学校側から情報を発信してい
く必要がある。県内全域の児童生徒が在籍していて、地域の捉え方も保護者によって違うのではな
いか。質問の問い方にも工夫が必要ではないか。 

（３）熊本地震後の取組について 
 ・マニュアルは、どこでもあると思うが、実際に災害が起きた時にそのとおりに動けるかというとほ

とんどがマニュアルどおりにはいかないものである。しかし、それでもいろんな場合を想定して作
成する必要がある。日が経つにつれ、意識が薄れていくので、繰り返し訓練をするなど、組織とし
ても意識を薄れさせない取組も必要である。 

 ・地震後、生徒の実態に応じて、教室配置換えをされたのはよかった。 
（４）その他 
 ・ケータイ・スマホ使用の実態について説明があったが、どこでもケータイの使い方は問題になって

いる。引き続き、ケータイ・スマホに対する教育を行ってほしい。 
 ・今年度は転出入が多く病院とも連携を図りながら進められているが、転出後がやはり気になる。 
  病気が治り前籍校へ戻ってもまた、学校に行けないのでは心配である。 

 

５ 総合評価 
 １２月に実施した保護者アンケートは、ここ３年で最高の８９．２％の回収率であった。昨年度と同
じ項目で実施したが、２１項目中１０項目が昨年より若干アップしていた。「本校に入学させてよかっ
た」と「総合判定」で高評価であり、学校に対して理解していただいていると思われる。しかし、「学
校と医療と連携をとっている」が若干低い数値だった。今年度は、転出入が多かったため、年度途中に
転出入についてのしくみの説明を学校からの依頼事項を含めて、各担当医師に行った。今後も早めに情
報交換をしながら医師や病棟との連携を深めていく必要がある。教職員へのアンケート調査では、今ま
で一番低かった学部間・職員間の連携についての項目がアップしている。校内研修など工夫した結果と
も考えられる。 
 今年度は熊本地震発生により、１３日間休校にしたため、学力保障や学校行事の見直し等行った。全
職員でできることを出し合い、危機管理マニュアルについて、実態に応じた内容になっているか見直し
を行い、いろいろなパターンでの訓練も実施した。今後も訓練等を繰り返し実施し危機意識を高めてい
く必要がある。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 
 災害が起きた時に、教師がどう対応するかと同時に、児童生徒自身がどのように行動すればいいのか
防災教育を強化し、この２つを充実させて一人一人にあった手立てを進めていく必要がある。次年度、
全国病弱虚弱教育研究連盟大分大会で「防災対策・防災教育」について本校の取組を発表する。これを
よい機会として整理し全職員で確認しながら、連携を深めていきたい。 
 学校と医療の連携、地域との連携については、防災型コミュニティ・スクールの導入を視野に入れ具
体的な内容を検討し、お互いできることを確認して形あるものを作っていく。  
県内唯一の病弱特別支援学校として、職員の専門性の維持・向上を図り、病弱教育に関する支援がよ

り充実していけるよう情報発信を行いながらセンター的機能充実に向けての役割を果たしていきたい。 

 


